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(単位：百万円)

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計

剰余金の配当

13,256 1,489,51810,065

-

- - △64,868

- -

△250,601

資本金

株主資本

利益剰余金 自己株式 株主資本合計資本剰余金

1,262,239

1,825 2,311

△1,903 △1,903

- △64,868

当期首残高

当期変動額

親会社株主に帰属する
当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

-

139,590- - 139,590

-

- -

△77

-

- - -

10,065 13,742 1,564,240

74,722-

485

485

当期首残高

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

その他の包括利益累計額

非支配株主持分

1,250,972

75,129

当期末残高

18,913 △30,312 △11,399 132

△250,679 1,337,369

剰余金の配当 -

- 2,311

自己株式の取得

-
親会社株主に帰属する
当期純利益

-

-

当期変動額

1,323,57416,402 △34,736当期末残高 △18,334 4,540

- -

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
(平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで)

-自己株式の処分 - -

- - △1,903

- - 139,590

- △64,868-

△2,510 △4,424
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 △2,510 72,602

△6,935 4,407 △2,527

△4,424 △6,935 4,407
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連　 結　 注　 記　 表
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 25社

主要な連結子会社の名称

非連結子会社の名称 福栄㈱

連結の範囲から除いた理由

連結の範囲の変更

2. 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社の数 ４社

主要な持分法適用の関連会社の名称

持分法を適用しない非連結子会社の名称 福栄㈱

持分法を適用しない理由

3. 会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

（イ） 有価証券

① 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

② その他有価証券

　　時価のあるもの

　　時価のないもの 移動平均法による原価法

（ロ） デリバティブ 時価法

（ハ） たな卸資産

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 （リース資産を除く）

② 無形固定資産 （リース資産を除く）

③ リース資産

任天堂販売株式会社

Nintendo of America Inc.

Nintendo of Europe GmbH

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利
益剰余金等の観点からみて、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。

当連結会計年度から、ジェスネット株式会社を株式取得により子会
社化したため、連結の範囲に含めています。なお、同社は当該子会
社化と同日付で、任天堂販売株式会社に商号を変更しています。

㈱ポケモン、First Avenue Entertainment, LLLP

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております。）

主として移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づいて簿価を切下げる方法に
より算定しております。）

当社及び国内連結子会社につきましては、定率法を採用しておりま
すが、一部の工具、器具及び備品につきましては、経済的陳腐化に
応じた耐用年数に基づいて償却しております。ただし､平成10年４
月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につきましては、
定額法を採用しております。在外連結子会社につきましては、経済
的見積耐用年数による定額法を採用しております。

持分法を適用しない関連会社の名称 ㈱エイプ

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社はそれぞれ当期純損
益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても
重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

持分法の適用の手続について特に示す
必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社につきま
しては、各社の事業年度に係る計算書類または仮決算に基づく計算
書類を使用しております。

主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物及び構築物　　３～60年

当社及び連結子会社ともに定額法を採用しております。なお､自社
利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間
（主に５年）に基づいて償却しております。

所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。
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（3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

② 賞与引当金

（4）退職給付に係る会計処理の方法

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

（6）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

【連結貸借対照表に関する注記】

1. たな卸資産の内訳

製品 百万円

仕掛品 百万円

原材料及び貯蔵品 百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

1. 当連結会計年度末における発行済株式の総数 普通株式 株

2. 配当に関する事項

（1）配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの

配当金の総額 百万円

１株当たり配当額 円

基準日

効力発生日

なお、配当原資につきましては、利益剰余金とすることを予定しております。

当社及び国内連結子会社では、債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権につきましては、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸
念債権等特定の債権につきましては、個別に回収可能性を検討し回
収不能見込額を計上しております。在外連結子会社では、個別に債
権の回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

当社及び一部連結子会社では、従業員に対して支給する賞与に充て
るため、支給見込額基準により計上しております。

当社及び一部連結子会社では、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異及び過去勤務費用につきましては、発生年度に一括処理しております。
③小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法等を用いた簡便法を採用しております。
 
なお、当連結会計年度において、当社の確定給付企業年金制度につきましては、年金資産が退職給付債務を上
回っておりますため、退職給付に係る資産として投資その他の資産に計上しております。

129,483

63

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平
均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「為替換算調整勘定」に含めております。

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

12,248

68,609

141,669,000

平成29年10月30日
取締役会

普通株式 13,213         110         平成29年9月30日 平成29年12月1日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 51,654         430         平成29年3月31日 平成29年6月30日

平成30年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案いたしま
す。

57,660

480

平成30年３月31日

平成30年６月29日

計 64,868         
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【金融商品に関する注記】

1. 金融商品の状況に関する事項

2. 金融商品の時価等に関する事項

（単位：百万円）

(注)1.　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、並びに未払法人税等

有価証券及び投資有価証券

デリバティブ取引

　 2.

【１株当たり情報に関する注記】

１株当たり純資産額 円 45 銭

１株当たり当期純利益 円 30 銭

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

 受取手形及び売掛金 69,829                69,829                - 

安全性の高い預金等の金融資産で運用しております。
受取手形及び売掛金に関する顧客の信用リスクは、取引先の財務状況や取引実績を評価し、それに基づいて取引
限度額の設定･見直しを行うことにより、リスクの軽減をはかっております。有価証券及び投資有価証券に含まれ
る債券は、主に満期保有目的で信用度の高い取引金融機関等の債券を対象としているため、信用リスクは僅少で
す。また、為替の変動リスクと市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況
等を把握し、継続的に見直しをしております。投資有価証券に含まれる株式は主に業務上の関係を有する企業の
株式で、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、保有残高に重要性はありません。
支払手形及び買掛金並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。
デリバティブ取引は、外貨建預金及び外貨建営業債権に係る為替変動リスクの軽減等を目的とした為替予約取
引、直物為替先渡取引及び通貨オプション取引等であります。これらの取引につきましては、取締役社長または
管掌執行役員の承認を得て、当社では財務部が、連結子会社では財務担当部門が外貨預金等の残高の範囲内での
み行っており、投機的な取引は行っておりません。

平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきましては、次のとおりでありま
す。

連結貸借対照表計上額 時価 差額

 現金及び預金 744,555               744,555               - 

   その他有価証券 236,081               236,081               - 

資産計 1,220,512             1,220,487             △ 24 

 有価証券及び投資有価証券

　 満期保有目的の債券 170,046               170,021               △ 24 

負債計 181,406               181,406               - 

 デリバティブ取引 (1,258) (1,258) - 

 支払手形及び買掛金 138,015               138,015               - 

 未払法人税等 43,390                43,390                - 

10,980

1,162

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

これらの時価につきまして、株式は取引所の価格によっております。債券は、取引金融機関から提示された価
格によっております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権債務を純額で表示しており、債務となる場合は、（ ）で示して
おります。
時価につきましては、取引金融機関から提示された価格によっております。

非上場株式（連結貸借対照表計上額35,841百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積
ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「有価証券及び投資有価証券」に
は含めておりません。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
(平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで)

(単位：百万円)

利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 10,065 11,584 1,672 13,256 2,516

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

28 860,000 218,213 1,080,758

当期変動額

-

剰余金の配当 - - - - - - - △64,868 △64,868

固定資産圧縮積立金の取崩 - - - - - △1 - 1

95,007

自己株式の取得 - - - - - - - - -

当期純利益 - - - - - - - 95,007

-

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

- - - - - - - - -

自己株式の処分 - - 0 0 - - - -

当期変動額合計 - - 0 0 -

248,353 1,110,897

株主資本 評価･換算差額等

純資産
合計自己株式

株主資本
合計

△1 - 30,140 30,138

当期末残高 10,065 11,584 1,673 13,257 2,516

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △250,601 853,479 18,841 18,841

27 860,000

872,320

当期変動額

剰余金の配当 - △64,868 - - △64,868

固定資産圧縮積立金の取崩 - - - - -

自己株式の取得 △78 △78 - - △78

当期純利益 - 95,007 - - 95,007

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

- - △2,726 △2,726 △2,726

自己株式の処分 0 0 - - 0

当期末残高 △250,679 883,540 16,114 16,114 899,655

当期変動額合計 △77 30,061 △2,726 △2,726 27,334
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個　 別　 注　 記　 表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

1. 資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券

① 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

② 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

③ その他有価証券

　　時価のあるもの

　　時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）デリバティブ 時価法

（3）たな卸資産

2. 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産 （リース資産を除く）

（2）無形固定資産 （リース資産を除く） 定額法

（3）リース資産

3. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

定率法
（一部の工具、器具及び備品につきましては、経済的陳腐化に
応じた耐用年数に基づいて償却しております。）

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）

主として移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づいて簿価を切下げる方
法により算定しております。）

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物につきましては、定額法を採用しております。

主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物　　　　　　　３～50年

なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における
利用可能期間（主に５年）に基づいて償却しております。

所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては、貸倒実績率による計算額を、貸倒
懸念債権等特定の債権につきましては、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しておりま
す。
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（2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

（3）退職給付引当金

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

5. 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

【貸借対照表に関する注記】

1. たな卸資産の内訳

製品 百万円

仕掛品 百万円

原材料及び貯蔵品 百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

3. 保証債務

不動産賃借料支払保証
 NES Merchandising, Inc. 百万円

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 百万円

短期金銭債務 百万円

【損益計算書に関する注記】

関係会社との取引高

売上高 百万円

その他営業取引による取引高 百万円

営業取引以外の取引高 百万円

890,021

38,663

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異及び過去勤務費用につきましては、発生年度に一括処理しております。

なお、当事業年度において、確定給付企業年金制度につきましては、年金資産が退職給付債務を上
回っておりますため、前払年金費用として投資その他の資産の「その他」に計上しております。

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

3,414

212,477

4,486

35,747

63

10,336

40,966

2,158
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【株主資本等変動計算書に関する注記】

当事業年度末における自己株式の数 普通株式 株

【税効果会計に関する注記】

【関連当事者との取引に関する注記】

関連会社等
(単位：百万円)

取引条件及び取引条件の決定方針
（※１）製品の販売につきましては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

（※３）資金の貸付につきましては、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

【１株当たり情報に関する注記】

１株当たり純資産額 円 28 銭

１株当たり当期純利益 円 89 銭

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

220
利息の
支払(※２)

21,543,231

繰延税金資産の発生の主な原因は研究開発費であり、繰延税金資産から控除した評価性引当額は3,283百万円で
あります。

子会社
Nintendo of
America Inc.

所有
直接100％

当社製品の販売
役員の兼任

取引金額 科目 期末残高

資金の
借入(※２)

-

その他の
流動負債
(短期

借入金）

31,872

98,364

7,489

当社製品の
販売(※１)

377,506 売掛金

属性 会社等の名称
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容

634 未払金

790

（※２）資金の借入につきましては、グループ内資金の運用を目的とした取引であり、借入利率は市場金
利を勘案して合理的に決定しております。

子会社
任天堂(香港)
有限公司

所有
直接100％

当社製品の販売
当社製品の
販売(※１)

35,937 売掛金 12,142

子会社
Nintendo of
Europe GmbH

所有
直接100％

当社製品の販売
当社製品の
販売(※１)

235,035 売掛金 52,505

資金の
貸付(※３)

15,000

その他の
流動資産
(短期

貸付金）

15,000

当社製品の
販売(※１)

211,215 売掛金 20,282

子会社
任天堂販売
株式会社

所有
直接70％

当社製品の販売

利息の
受取(※３)

その他の
流動資産
(未収入
金）

751
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